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本研究は、漁業分野における担い手確保・定着の課題に対し、その解決の糸口を見出すため

に、個人と組織の価値観の適合（Person–Organization fit: P–O fit）の観点からアプローチし

たものである。新規就業者の減少と高齢化が進むなか、従来の施策は制度的支援や研修体制に

偏重し、求人組織および求職者の心理的側面への理解が十分でない。そこで本研究では、潜在

的な求職者である中高生と現役漁業者の価値観を中心に分析し、漁協組織の視点を補足的に

加えることで、担い手確保・定着の促進に資する実践的示唆を導出することを目的とした。 
第2章では、主に道南地域の中高生を対象とした質問紙調査により、漁業への認識とその形

成要因を分析した。職業魅力度と個人属性・価値観との関連をクロス集計とχ²検定で検討し

た結果、漁業を魅力的と評価した層は全体の約3割であった。漁業体験や漁業者との接点が高

評価と関連し、仕事内容への関心に加えて、水産物の供給や自己成長への期待も魅力度を高め

る要因として示唆された。一方で、「自然と関わる」「身体を動かす」といった要素は、好ま

れない場合に全体評価を下げる基盤的要素として機能していた。さらに、職業への好意と実際

の就業選択との間には一定の乖離が認められた。 
第3章では、道南地域の現役漁業者を対象とした質問紙調査データを用い、数量化Ⅲ類分析

によって漁業における就業動機の多様性を明らかにした。その結果、「経済的満足―自律・挑

戦」の対比をはじめとする四つの軸が抽出され、漁協や主に営む漁法の違いによる価値観のば

らつきが定量的に示された。各組織で実態的に漁業者を動機づける要素を求職者に訴求する

ことで、P–O fit の促進が期待される一方、「漁業者」を一括りにしたステレオタイプ的な提

示は、地域の漁業組織と求職者とのミスマッチを生じさせる可能性があると考えられた。 
第4章では、中高生と漁業者の双方における漁業に対する認知的価値を数量化Ⅲ類によって



重ね合わせ、P–O fit を促すための知見を検討した。その結果、中高生が漁業を「魅力的」と

認識していた要素と、それらを実態的な動機づけとして重視する漁業組織の属性とを対応づ

けることができた。また、中高生の認知的価値分布には偏りがみられ、漁業に対するステレオ

タイプ的な価値観の存在が示唆された。こうした状況下では、漁業組織が多様な価値を十分に

発信しない場合、若年層が限定的な印象に基づいて就業判断を行い、ミスマッチや早期離職に

つながる可能性がある。一方で、中高生のイメージには含まれていなかった漁業の価値を適切

に発信することで、漁業への関心の裾野を拡げられる可能性も示された。 
第5章では、若年層が漁業就業先の選択において重視する条件を、選択型コンジョイント分

析により推定した。給与水準に加え、地域の受容性や仕事の自由度など複数条件を組み合わせ

た漁業地域のプロファイルを提示し、中高生の選択結果から各水準の効用値を算出した。その

結果、月給の高さが最も高い効用値を示し、経済的条件の重要性が定量的に裏づけられた一方

で、外部参入に受容的な気風といった非金銭的条件にも高い効用値が確認された。これらの結

果から、P–O fit の観点では、担い手確保には経済的条件のみならず、地域の気風や働き方と

いった価値観の発信が重要であることが示された。 
第6章では、担い手不足問題に関する当事者構造を、心理的距離（社会的・時間的）の観点

から質問紙調査と半構造化インタビューにより検討した。その結果、自身を当事者と捉える漁

業者は約2割にとどまり、多くは漁協や地域などの共同体を当事者と認識していた。若年層ほ

ど自己を当事者とし、高齢層ほど共同体を当事者とする傾向がみられ、時間的には問題をすで

に実感しているとの回答が多数を占めた。さらに、漁協へのインタビューからは、制度的制約

や人手不足、過去施策の失敗経験に基づく諦観が行動を阻害していることが示され、担い手不

足に対して主体的に行動する当事者の不足が示唆された。このことから、内部の動機づけに加

え、第三者の協力を含めた施策設計の必要性が示された。 
本研究の成果から、漁業における担い手確保と定着には、P–O fit の促進が重要であること

が示唆された。若年層は経済的条件だけでなく、地域の受容性や仕事の自由度といった非金銭

的価値にも強く反応しており、これらを的確に伝える情報発信が求められる。また、漁業者側

の動機や価値観は地域や漁法によって多様であるため、画一的なメッセージではなく、組織の

特性に応じた発信戦略が必要である。一方で、こうした取り組みを漁業者や漁協が単独で担う

ことには限界があることから、外部専門機関の活用や行政支援を組み合わせることが有効と

考えられる。さらに、P–O fit の実現は適合度の高い人材の定着を通じて地域の受容性を高め、

好循環を生み出す契機となり得る。担い手確保は人数の拡大を優先するのではなく、初期段階

での適合者を丁寧に見出し支援することが重要であり、P–O fit の促進を地域変化の起点とし

て位置づけることが、漁業の持続性向上につながると結論づけられる。 
以上のとおり、申請者は、漁業分野における担い手確保・定着という重要課題に対し、P–O 

fitの視点から実証的研究を行い、若年層、現役漁業者らの価値観の不適合がミスマッチや早期

離職につながる可能性を明らかにした。本研究は、複数の分析手法を適切に用いて、担い手問

題を心理的・認知的側面から解明し、実践的示唆を提示した点で学術的・社会的意義が高い。

審査委員一同は、申請者が主体的かつ誠実に研究を遂行し、十分な分析能力と学識を備えてい

ることを認め、名畑 公晴氏は博士（環境科学）の学位を授与するにふさわしいとの結論に達

した。 


